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荒尾市企業局　企業管理者

宮 﨑 隆 生

荒尾市水道事業の取組み
～県境を越えた広域化から官民連携へのみち～

１. はじめに

　熊本県荒尾市は、福岡県大牟田市とともに県

境に位置する三池炭鉱のまちとして、経済、生

活圏を共有し発展を遂げてきた。平成９年に

120年の歴史に幕を下ろし炭鉱閉山となったが、

荒尾・大牟田両市には当時の石炭産業関連施設

が多く現存し、当市に残る万田坑等は平成27年

度に世界文化遺産に登録された。人口約53,000

人が山と海に囲まれ暮らす市域は面積57.37平

方キロメートルとコンパクトな市域を形成して

いる。現在、荒尾競馬場跡地での土地区画整理

事業において、人口減少・高齢社会の到来に対

し、すべての人が心豊かに健康かつ快適に過ご

せる居住・交流環境の創出に向け「人・自然・

新たな交流を育むウェルネス拠点」をまちづく

りのコンセプトに掲げ事業を推進している。水

道事業については、前述した石炭産業関連施設

の一部でもある三池炭鉱専用水道が荒尾市 ･大

牟田市（以下、両市）の水道事業に先駆け整備

され、その後両市で水道事業が創設されたが、

最終的には両市域の15％を占める世帯にまで給

水が拡大した（表参照）。炭鉱閉山後は両市水

道事業の取組みとして、後述する新たな水源の

確保や浄水場の整備を行い、荒尾市の取組みと

しては今後の経営課題に対応するため水道事業

包括委託を実施するなど鋭意努力している。

２. 共同浄水場運営による広域化の推進
（水道一元化事業）

⑴　水道一元化の必要性

　両市水道事業と三池炭鉱専用水道との間には

料金格差・衛生環境行政・消防行政など様々な

荒尾市に残る『万田坑』
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行政サービス上の不均衡が生じ“水道の一元化”

については長年の懸案事項であった。この水道

一元化問題については、その解決に向けて昭和

40年代後半から当時の炭鉱経営者と両市の３者

で協議を始め、昭和63年に「水道一元化実施協

定書」を締結して、可能なところから逐次、市

水道に切替えていくことを確認したが料金問題

がネックとなり、住民の方々の理解を得ること

ができず、３者の協議は幾度も暗礁に乗り上げ、

結局、炭鉱が閉山する平成９年までは、殆ど先

に進むことはなかった。

　しかし、これを機に厚生労働省の指導のもと、

閉山炭鉱水道施設整備補助金を活用できたこと

もあり、課題のひとつであった水道施設整備費

の捻出について一定の方向性が見えてきたこと

で、ハード面での整備がようやく動き出した。

⑵　水源の確保

　水道一元化を進めることにより両市の給水戸数

は増加し、水の需要量も増加することで、両市は

連携して新たな水源の確保に向けて動き出した。

　専用水道区域を水道事業として受入れるため

の水源の確保が必要となり、両市は様々な新規

水源の選択肢の中から、当時、熊本県企業局が

運営する「有明工業用水道」の余剰水に着目し、

その有効活用について熊本県との協議を開始し

た。既存の工業用水道の転用と河川管理者（菊

池川：１級河川）の許可が必要となってくるた

め所轄官庁である経済産業省、国土交通省、厚

生労働省などの関係機関との間で数年にわたる

協議・手続きを経て、平成20年に念願の水利権

を取得することができた。

⑶　共同浄水場の整備

　次のステップとしては、浄水場建設に向けて

の具体的な検討に入ったが、課題となったのが

浄水場の運営について両市共同か単独で行うの

かといったものだった。両市関係者の意見が錯

綜する中、①共同施設とすることでの建設・運

営コストが縮減できるといったスケールメリッ

ト②工業用水の転用を受けたことによる既存導

水施設の有効利用③危機管理対策強化、職員育

成強化などといった効果が期待できるとして各

市単独ではなく、共同での浄水場建設を行う判

断を行った。建設手法については、PFI 法に準

拠したDBO方式による浄水場運営を行うこと

とした。採用した理由としては、両市ともに企

業団受水や滅菌処理のみの地下水による運営を

行ってきたことで浄水場を所有しておらず、浄

水場運転管理等の専門的なノウハウがなく、一

から組織の構築が必要であったこと。民間の技

術力やノウハウを活用し、長期にわたって水道

事業を安定的かつ確実に、また効率的に運営す

ることが法的にも技術的にも可能であったこ

と。また、直営方式と比べて費用対効果が高く、

投下コストが抑制できることが挙げられた。事

両市水道事業及び専用水道の概要
（数字は炭鉱閉山時点、専用水道については両市域合わせたもの）

荒尾市 大牟田市 三池炭鉱専用水道
水道給水開始 昭和32年 大正10年 明治42年
行政区域内世帯数 18,974戸 51,357戸
行政区域内人口 57,680人 141,959人
給水戸数 14,436戸 47,264戸 14,183戸
給水人口 39,743人 118,578人 43,527人
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業開始後は、両市初のDBO事業を通じて、民

間に裁量権を付与し、技術やノウハウを最大限

発揮できるような環境を構築したことにより、

水道事業者との信頼関係によるパートーシップ

を前提にした事業展開が図れるのが大きなメ

リットであると感じている。共同浄水場整備の

全体像として、処理方法は、セラミック膜採用

による「膜ろ過方式」、既存導水施設を利活用

できたことで位置エネルギーによる浄水が可

能、微粉末活性炭の常時注入による臭気対策が

特徴として挙げられる。運営形態は、設計・建

設・維持管理を一括で民間に委託し、設計・建

設期間を３年、維持管理期間を15年間と設定し

た。財源的には、管路拡張工事同様、閉山炭鉱

水道施設整備補助金を活用することができた。

なお、両市の建設・維持管理費用、並びに施設

の所有権等の負担割合については、原則、水利

権水量によって按分することとしている。

　ありあけ浄水場については平成24年４月１日

の供用開始以降８年目を迎え、順調に運営を

行っており、県境を越えた発展的広域化の観点

より、近隣市町村との広域化、施設の共同化を

目指す多くの自治体より関心が寄せられ、視察・

取材等の受入を行っている。

３. 水道事業包括委託の導入

⑴　導入の経緯

　荒尾市の水道事業は昭和32年に給水を開始、

以降職員による直営業務が中心で運営を行ってき

た。水道法の改正により水道サービスの向上が求

められてきたことにより民間への個別委託が徐々

に拡大、先述した『ありあけ浄水場』運営を経験

し、水道法による第三者委託といった官民連携策

の有効性を感じていた。平成23年６月の改正PFI

法により民間事業者から行政に対し事業提案がで

きることが制度化され等の要因も重なり、水道局

（当時※平成26年度より下水道課との組織統合に

より企業局設立）における経営課題についても民

間活力の利用による対応を模索していた。

⑵　官民連携手法の検討

　この頃から荒尾市水道事業が抱える経営課題

（人口減少・節水意識の向上に起因する給水収

益の減少、老朽施設更新時代の到来による事業

費用の拡大、団塊世代職員の退職、人事ローテー

ションに伴う技術継承の問題など）への対応と、

共同浄水場運営をきっかけにパートナーとなっ

ていたメタウォーター株式会社（以下、MW社）

の考える更なる官民連携ビジネスへの拡大機運

が一致し、PFI 法による民間提案制度を視野に

「ありあけ浄水場」

ありあけ浄水場運営スキーム
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入れ、荒尾市水道事業をモデルケースとして官

民連携による課題解決を目的とした検討の場が

設けられた。実際に詳細な検討を実施するにあ

たり、平成25年度に互いの協力や守秘義務等を

規定した協定書を締結、水道局とMW社間で

公民連携検討会を発足、水道事業にかかる膨大

な量のデータの分析し課題解決手法等の検討を

行った。約１年間に及ぶ現地調査、検討会を積

み重ねた結果、平成26年３月にMW社より

PFI 法に基づく『荒尾市水道事業における公民

連携提案書』が提出された。

⑶　包括委託事業実施に向けて

　この提案書を受け荒尾市では、水道事業を包

括委託の形として事業化するかどうかの判断を

行うため、第三者のコンサルタントへの委託に

より事業実施へ向けた詳細検討業務を行った。

同時に企業局内、市長部局、市議会に対し、勉

強会、説明会を重ねた。対外的な説明も順次行

い、その後の事業実施へ向けた作業は、内閣府

が示す『PFI 事業実施プロセスに関するガイド

ライン』に沿って行う事とした。主な経過とし

て、包括委託実施時期などを含めた骨子につい

て市行政内外へのコンセンサスが得られたこと

から、提案事業者であるMW社に対し、包括

委託に係る実施方針を策定する旨の通知を行

い、プロポーザル方式による事業者選定作業を

担う委員会を設置、平成27年３月に実施方針を

公表した。同年７月に募集公告を行った結果、

３グループによる参加表明があり、提案書やプ

レゼンテーションによる競合が行われた。３グ

ループによる競合の末、MW社を代表企業と

するグループが選定され、平成27年12月８日に

SPC（特別目的会社）、「あらおウォーターサー

ビス株式会社」（以下、AWS）を設立し、同日

付で業務委託契約を締結した。

４. 包括委託実施による効果

　業務委託契約締結後の平成28年１月、本業務

開始に向けた実施体制を整えていた矢先、西日本

に数十年に一度の大寒波が襲来した。荒尾市に

おいても各戸の給水施設が軒並み破損し、その

対応に当たった局内は混乱の様相を見せていた。

下水道事業職員、水道事業OBにも応援を要請

していたが、更にMW社はじめAWSの構成企

業による心強い人的支援を受け、広報活動などマ

ンパワーを存分に発揮していただいた。また、業

務開始直後の４月に発生した熊本地震においても

官民共同で応急給水活動に取り組んだ。

検討会により示された業務範囲 包括委託事業スキーム
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　官民連携事業について先進事例等の検証を

行って、後に気付く効果となったのが、企業局に

残るモニタリング職員とAWSとの執務室の近さ

がもたらす業務引継ぎ、習熟の効率の良さである。

これまで企業局の総務課、建設課は別棟で業務

を行っていたが、包括委託実施に伴う職員数の

削減も重なり執務室を統合、その空いた部屋を

活用し民間の執務スペースとした結果、同一敷

地内で官と民が業務を行う事で迅速でタイムリー

な協議が可能となり、課題、問題の早期発見・

早期解決といった効果をもたらしている。

　また、官民共同でのBCP策定を行っている。

これはプロポーザル実施のなかで事業者提案と

して提出されたものであり、業務開始直後より

寒波や地震の経験を活かしながら、ICTを活

用したBCPの策定を進めているが、官民の検

討メンバーはもちろんのこと、危機管理に精通

した有識者を招聘し、月１、２度のペースで協

議を重ねている。委託開始当初より行うBCP

運用訓練については毎年開催しており、回を増

す毎に臨場感、緊張感といった成熟度が上がり、

有効的な運用ができている。

５. 中間評価による包括委託の検証　

　包括委託後、民間事業者による業務習熟が本

格化し順調な運営を行っているなか、委託契約

５年間の中間にあたる平成30年度、第三者の調

査期間を活用し中間評価 ･検証業務を実施し

た。業務の内容としては、包括委託を導入した

ことによって市水道事業に対しどのような効果

が得られたのか検証する【事業診断】、包括委

託導入にあたって市として設定した課題を起点

とし、その解決の方向性と次期事業へ向けた課

題の整理を行う【経営改善診断】を行った。事

業診断については民間ノウハウの最大限に生か

すスキーム等が功を奏し、お客様満足度をはじ

め多くの業務について効果が得られている結果

となった。経営改善診断については、荒尾市の

包括委託が国内の参考事例が乏しい中で出発し

た先進的事例である故にいくつかの課題が抽出

される結果となった。（注：今回の事業診断・

経営改善診断は受託事業者を個別に評価したも

のではなく、事業全体を見渡し荒尾市水道事業

が受け止めるべき課題の抽出を行ったものであ

る。）しかし、出された課題については、自前

で解決策を具体的に検討する部分と、自前での

解決が難しく、かつ全国的にも事例が乏しいと

考えられるものについては厚生労働省への相談

･協議等を行い整理していくことで全国の官民

寒波襲来時の官民合同対策会議の様子

BCP運用訓練の様子
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連携を模索する多くの自治体にも寄与できるの

ではないかと考えている。

　この荒尾市が行った「包括委託を導入したこ

とによる荒尾市水道事業等への評価及び検証」

については厚生労働省、及び荒尾市ホームペー

ジ上において詳細な報告書を公表しているので

参考にしていただきたい。

６. 今後の事業展開

　現在の包括委託については想定以上の注目を

頂いている。全国の水道事業体をはじめ、水道

有識者、関連団体などの視察訪問者も受け入れ

ており、事例発表 ･講演依頼、執筆依頼など非

常に多くの関心が寄せられている。だからこそ

ではないが現在の委託、次期事業は失敗できな

いとの緊張感は常に意識しているところであ

る。包括委託開始４年目を迎え、次期事業へ向

けた作業が本格的となってきており、「荒尾市

水道事業における官民連携方式検討支援業務」

としてアドバイザリーコンサルタントを活用

し、課題の整理を行っており、全国の中小規模

事業体の模範となれるよう、効率的・効果的な

事業運営に繋げるための官民連携手法を検討す

る必要がある。

７. さいごに

　今回の優良地方公営企業総務大臣表彰を受

け、これまで以上に事業経営に携わる者として

身の引き締まる思いであり、今回荒尾市の事例

として記述した事業等については給水開始直後

からの非常に長い歴史のものであり、先人・先

輩のご尽力の賜物である。

　現在の舵取りを任せられている私の使命とし

ては、これまでの水道事業経営の継承と、広域

化・官民連携の推進といったその時、その時代

のニーズに応じた先を見越した経営を全力で取

組んで行きたいと思っている。

　最後に、この受賞に至る多くの事業に携わっ

て頂いた関係者、関係団体の方々へ心より感謝

申し上げる。

中間評価 ･検証の一部抜粋

荒尾市企業局イメージキャラ
あらぞうくん
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